
 

 

1 

 

多古町学童保育所運営業務委託仕様書 

 

 多古町が設置する学童保育所の運営業務を委託するための仕様について、次のとおり定める。 

 

１．委託業務名 

多古町学童保育所運営業務委託 

 

２．委託場所 

 （１）多古学童保育所  千葉県香取郡多古町多古 2547番地 

 （２）久賀学童保育所  千葉県香取郡多古町大門 204番地 3 

 （３）中村学童保育所  千葉県香取郡多古町南中 365番地 1 

 

３．履行期間及び準備期間 

（１）履行期間 

  令和 9年４月 1日から令和 12年 3月 31日まで 

※令和９年度における契約は、令和８年 12月議会の議決を経て予算（債務負担行為）が

成立した場合に、当該受注者と契約を結ぶものとする。議会の可決を得られない場合は

その契約は無効となり、本契約に要した準備行為を含むすべての費用について、町は一

切補償しない。 

※本業務は、債務負担行為に基づく運営業務委託とし、発注者が業務内容を評価した結果

に基づき、令和９年度から令和 11年度までの最大 3年度を限度に年度ごとに契約を結

ぶものとする。 

 

（２）準備期間 

  契約締結の翌日から令和 9年 3月 31日までの期間を準備期間とし、職員の確保や指揮

命令系統の確立、発注者から業務引継ぎ等を受けるものとする。なお、当該準備期間に発

生する経費は、受注者が負担するものとする。 

 

４．委託料 

委託料は、207,060,000円（税込）を上限とする。 

 

５．委託料の支払い 

 （１）委託料の支払いは、月ごとに支払うものとし、１月当たりの委託料は、本契約に定めた

委託料（年額）に 12分の 1を乗じて得た額を受注者からの請求により支払うものとする。

なお、分割した際に千円未満の端数が生じた場合は、端数を切り捨てるものとする。但し、

3 月分の委託料については、各年度の事業終了後提出する事業実績報告書により変更した

契約額（年額）と支払い済み額の差額を受注者からの請求により支払うものとし、残額が

生じたときは、発注者に返納することとする。 
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（２）発注者は、請求書を受理した日から 30日以内に委託料を支払うものとする。 

６．契約解除 

発注者は、受注者が本仕様書の各項目に違反した場合及び社会的信用の失墜行為など、本契

約の続行が不適当と認められる場合において、契約を解除することができる。 

なお、前記において本契約の解除に至った際、受注者は、次の委託事業者を選定するまでに

要した運営業務経費を負担するものとする。 

 

７．運営に関する基本事項 

（１）学童保育所は、多古町学童保育所の設置及び管理に関する条例及び多古町学童保育所の

設置及び管理に関する条例施行規則（以下「施行規則」という。）並びに多古町放課後児童

健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「条例」という。）、その他

関係法令を遵守し、発注者の指示に従い、学童保育所の運営業務を行うこと。 

（２）利用者への人権の配慮、人格を尊重して運営を行うこと。 

（３）利用者の平等な利用を確保し、公平な運営を行うこと。 

（４）受注者、学校、地域と連携を図り、適切な運営を行うこと。 

（５）個人情報の保護（多古町個人情報保護条例、守秘義務を遵守すること。） 

（６）業務履行に必要な什器備品等は、現在使用している物を継承すること。 

（７）備品の購入については、発注者と協議すること。 

（８）施設（床、壁、天井、設備、固定家具等）の修繕については、発注者と協議すること。 

（９）効率的な運営を行い、経費の節減を図ること。 

（１０）より良い職場環境づくりの構築に努め、職員の定着を図ること。 

 

８．業務委託内容 

（１）運営業務 

  ① 児童の安全管理、生活支援及び遊び等の支援 

・児童の健康管理、栄養管理に配慮すること。 

・児童のアレルギー等の有無を把握し、充分配慮すること。 

・児童の安全を確保すること。 

・児童の情緒の安定を図る指導を行うこと。 

・児童を外で過ごさせる時間も作り、野外教育に取り組むこと。 

   ② 児童の入室及び退室 

・入室前の準備及び、退室してからの片付け等を行うこと。 

・入室、退室の際には、児童の安全に十分に配慮すること。 

・必要に応じて、安全対策指導等行うこと。 

・当日の時間変更などの連絡方法を明確にすること。 

・退室時のお迎えでは、支援員と保護者とのコミュニケーションを大切にすること。 

③ 宿題等の学習補助 

・児童の宿題等、家庭学習の取り組みに配慮すること。 

④ 保護者との連絡及び連携 

・学童保育所から家庭への情報提供を図ること。 
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・発注者と協議し、必要に応じて注意喚起文書等の作成・配布を行うこと。 

⑤ 学校、関連機関及び地域との連携 

・各学童保育所において、連携しうる機関との連絡体制を整備すること。 

・必要に応じて、文書・ポスター等の作成、配布、掲示を行うこと。 

⑥ おやつの購入及び児童へのおやつの提供 

 ・おやつ代は委託料に含めること。 

・おやつの提供の際にはアレルギー等に十分配慮すること。 

・アレルギーについては入所申請時書類にて把握すること。（申請書類受領後に発注者か

ら受注者へ共有を行う） 

   ⑦ 長期休業期間中の弁当注文・配送サービスに関すること 

    ・全ての学童保育所において、児童の弁当注文・配送サービスを実施すること。なお、 

多古町内業者を優先すること。 

⑧ 児童の安全確保、防災及び避難訓練に関すること 

 ・日頃から事故の未然防止に努めるとともに、ケガをした場合の応急処置や医療機関の

連絡体制などを整えること。また、火災、地震、不審者の侵入など緊急時の対応につ

いては、「安全計画」を策定し安全確保に努めること。  

・避難訓練の実施（年２回以上）、学校・警察等との連携、安全対策物品の常備など児童

の安全確保に努めること。 

・避難訓練の際、各学童保育所で連携し、お互いのサポート体制を整えること。 

⑨ 事故等の報告及び関連事務に関すること 

・事故等が発生した場合は、直ちに適切な措置を講じると共に、その内容等を速やかに

発注者に報告すること。 

・事故等の発生に対し、速やかに事故の原因等を究明し、今後の対応策と合せて発注者

に報告すること。 

・必要に応じて、保護者へ早急に連絡すること。 

   ⑩ 苦情等の対応 

    ・受注者は、要望や苦情を受け付ける窓口を保護者に周知し、苦情等を受けた場合は迅

速な対応及び解決を図るとともに、その内容及び結果等を発注者に報告すること。内

容によっては、学校と情報を共有すること。 

⑪ 学童保育所における日常活動の記録及び報告 

・受注者は児童の出欠等日常生活を正確に把握し、記録したものを定期的に発注者へ報

告すること。 

⑫ 児童からの集金に係る会計報告について 

・保育料とは別に集金したものがある場合は、速やかに会計報告書を作成し、保護者に

周知を図ること。（行事等を実施する際に教材費等の実費負担が発生する場合を想定） 

⑬ その他学童保育所として必要な事務に関すること。 

 （２）施設関係 

   ① 施設及び付属設備の管理 

・日頃から施設及び付帯設備の維持管理を行うこと。 

・費用のかからない軽微な修繕（おおむね 3万円程度）であれば、受注者が行うこと。 
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・施設は閉所時に施錠し、保安すること。 

② 備品及び消耗品の管理 

・日頃から貸与備品の適正な管理を行うこと。 

・日常的に使用する消耗品は日頃から確認すること。 

③ 火災・盗難その他事故発生の防止 

・事故発生の危険が伴うものについては充分に配慮し、管理すること。 

・消火器等の配置について、支援員全員が把握していること。 

・貴重品については管理者を定め、厳重な管理を行うこと。 

④ 鍵の管理 

・施設の鍵については、管理場所を定め、支援員が常に把握できるようにする 

こと。 

⑤ 施設内及び周辺の美化及び清掃 

・日頃から施設内の清掃を行い、適正な環境整備を心がけること。 

・定期的にゴミの廃棄を行い、施設美化に努めること。 

・害虫等が発生した場合は、速やかに適切な駆除を行うこと。 

（３）その他 

① 緊急時には、保護者と支援員が連絡の取れる体制を整備すること。 

② その他、発注者が必要と認めた業務を行うこと。 

 

９．支援員 

  受注者は、業務委託を実施するために必要な支援員を配置するものとする。 

支援員は、児童の保護者と連携を図りつつ、学童保育所における支援及び保育業務全般を行

う。また、この場合において、受注者は、発注者の学童保育所に勤務経験のある者、または

多古町民の雇用に努めるものとする。 

（１）支援員の条件及び配置基準・児童数について 

  ①支援員は健康で、児童の育成指導に熱意のある者とすること。 

②受注者は、各学童保育所に条例第 10条第 3項の規定を満たす放課後児童支援員を 1支

援単位 3人配置すること。ただし、支援員 1人を除き、補助員（放課後児童支援員が行

う支援について放課後支援員を補助する者）とすることができるものとする。支援の単

位数は次の表のとおりとする。 

学童保育所名 支援の単位数 定員数 登録児童数 

多古学童保育所 3 120人（各教室 40人） 106人 

久賀学童保育所 1 40人 39人 

中村学童保育所 1 40人 27人 

※登録児童数は令和８年５月１日時点 

③加配置分については、発注者と協議のうえ決定すること。 

（２）業務責任者 

① 各学童保育所には、保育に精通した業務責任者（支援員の資格を有する現場の主任）を

置くこと。 
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② 業務責任者は、各学童保育所において、業務従事者を指揮監督する権限を有すること。 

（３）支援員の人事 

① 業務責任者及び支援員については、予め発注者に届け出るものとする。 

② 在籍児童との関係を重視して、原則として年度途中の異動は行わないこと。また、雇用

の継続性を最大限考慮すること。 

③ 業務責任者及び支援員を変更する場合は、事前に発注者と協議するものとする。 

（４）支援員のモラル 

支援員は、子どもの成長と発達を支援する重要な役割を担っていることを自覚し、下記

に掲げる事項を守ること。 

① 支援員は、子どもに体罰を与えないこと。 

② 支援員は、体型・容姿・性別・障害・国籍等についての差別的な言動など、子どもの人

格・人権を傷つけないこと。 

③ 支援員は、子ども・保護者に関する個人情報及び支援員として知り得た守秘義務を負う

こと。 

④ 支援員は、教材費などの雑費・その他経費について適切に取り扱うこと。 

（５）支援員の研修 

① 受注者は、支援員の資質の向上、専門性を高めるため支援員の研修を行うこと。 

② 受注者は、県・市町村・大学などのほかの機関が実施する学童保育所に関連する研修会

に支援員が参加する機会を確保すること。 

③ 支援員は、専門性を高めるために自主研修を行い、自己研鑽に努めること。 

 

１０．支援員の勤務条件等における法令遵守 

（１）支援員の勤務条件等については、労働基準法をはじめとする関係法令に規定する最低基

準を遵守することはもちろんのこと、労働条件の向上に努めること。 

（２）支援員の健康診断については、現在、発注者が実施している検診内容に準じて採用時及

び年１回実施すること。 

 

１１．放課後児童支援員等処遇改善事業について 

    放課後児童健全育成事業実施要綱に基づき、放課後児童クラブにおける放課後児童支援員

や補助員等の職員（非常勤職員を含み、経営に携わる法人の役員である職員を除く。）の処遇

の改善のため、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、収入を３％程度（月

額 9,000円相当）引き上げるための措置を実施すること。 

 

１２．開所日及び開所時間  

（１）次に掲げる日を除く月曜日から金曜日まで開所する。但し、発注者が必要と認めたとき

はこの限りではない。 なお、多古学童保育所のみ土曜日も開所すること。 

① 日曜日 

② 国民の休日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日  

③ 12月 29日から翌年の 1月３日まで  

④ 発注者が特に必要があると認める日  
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（２）開所時間は、次のとおりとする。ただし、警報が発表された場合、その他特に必要があ

ると認めたときは、開所時間を変更することがある。  

① 平日は授業終了後から午後 7時。 

② 土曜日、学校休業日（長期休業含む）は、午前８時から午後７時。ただし、時間外保育

利用者がいる場合、午前７時３０分から午後７時まで開所すること。 

（３）その他特記事項 

  各児童クラブはすべての教室を最低３時間以上開所するように運営を行うこと。 

 

１３．賠償責任 

受注者は、次に掲げる事項に該当しその結果、町に損害を与えたときは受注者は町に損害

を賠償しなければならない。 

（１）故意又は瑕疵により、児童や保護者にけがを負わせたとき。 

（２）故意又は瑕疵により、設備備品等を損壊、紛失又は遺棄したとき。 

 

１４．再委託の禁止 

受注者は、本委託業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 

 

１５．秘密の保持 

受注者は、委託業務の遂行上知り得た情報を法令等に基づき開示する場合を除き、第三者

に漏らしてはならない。 

なお、本契約の期間満了後又は解除された後も同様とする。 

 

１６．個人情報の保護 

受注者は、委託事務に含まれる個人情報の保護及び記録の管理・取り扱いについて個人情

報保護管理者を定め、次のことを遵守すること。 

（１）個人情報に関する書類等は、書庫等に収納し施錠を徹底するなど厳重に個人情報の取り

扱いを行うこと。 

（２）個人情報を取り扱う支援員に対し研修等を行い、個人情報の保護について周知徹底する

こと。 

 

１７．事業計画 

この契約締結後、受注者は速やかに事業計画書を発注者へ提出し承認を受けなければなら

ない。 

 

１８．主任会議 

受注者は事業の円滑な運用を期するため、月 1回程度、エリアマネージャー、統括支援主

任支援員等による会議を開催し、開催後の会議の内容について要点をまとめた会議録を作成

し、開催日から一週間以内に発注者に提出するものとする。また、本会議には発注者も参加

できるものとする。 
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１９．業務の調査 

発注者は、必要に応じて委託業務の処理状況について受注者に必要な資料等の提出及び口

頭又は文書により報告を求めることができる。また、随時立ち入り調査を行い委託業務の処

理に関して指示を与えることができるものとする。 

 

２０．各種報告 

   受注者は、次に掲げるものを発注者に提出し、報告すること。 

（１）月次報告 

① 児童出席者名簿 当月分を翌月 10日まで 

② 支援日誌 当月分を翌月 10日まで 

③ 職員シフト表 翌月分を当月の末日まで 

（２）年次報告（年度初め） 

① 収支予算書年間事業計画書（事業計画の内容を変更した場合も速やかに提出すること） 

② 職員名簿（人事異動等により変更が生じた場合も提出すること） 

（３）年次報告（年度末） 

① 事業実績報告書 各年度の事業終了後、4月 10日まで 

② 収支決算書 各年度の事業終了後、4月 10日まで 

（４）随時報告 

① 事故報告書 事故のあった当日、遅くても翌日まで 

② 避難訓練報告書 避難訓練終了後、速やかに 

③ 主任会議録 開催日を含め 1週間以内 

④ その他、子育て支援課から依頼する調査等に協力すること 

 

２１．緊急時の対応 

受注者は、次の各号に該当する事故が生じた場合又はその恐れがある場合は、応急的措置

を行い、直ちにその状況を発注者へ報告しなければならない。 

（１）非常災害その他の事故により事業を行うことが困難となったとき、又はその恐れのある

とき。 

（２）児童等に事故があったとき。 

 

２２．サービスの維持及び向上 

受注者は、児童に対するサービスの維持向上に努めなければならない。また、前記の規定

を達成するため、受注者は苦情処理に関して必要な規定及び体制を整え、必要に応じ発注者

へ報告のうえ協力し、公正な解決を図らなければならない。 

 

２３．原状回復義務 

受注者は、本契約の期間が満了した場合又は本仕様書６．契約解除により本契約の解除に

至った場合は、当該施設及び整備を速やかに原状に回復しなければならない。但し、発注者

の承認を得たときは、この限りではない。 
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２４．運営業務の引継ぎ 

受注者は、本契約の期間が満了まで又は本仕様書６．契約解除により本契約の解除に至っ

た場合、発注者又は、発注者が指定する次の受注者が業務の遂行を円滑に行えるよう次に従

い引継ぎを誠実に行うこと。 

（１）契約期間満了に伴う引継ぎは委託業務の一部であること。 

（２）児童、保護者等に不安が生じないことを最優先に、必要なデータ等を遅延なく提供する

とともに、引継ぎに要する経費は、受注者の負担とする。 

（３）受注者は、業務全般にわたる引継書を作成し、発注者に提出すること。 

（４）引継書は、本仕様書に掲げる事項について、詳細かつ具体的なものであること。また、

その他発注者が求める内容についても同様に作成すること。 

（５）次の受注者を実際の業務に立ち会わせる場合は、誠実に対応し、業務全般の引継ぎを行

うこと。 

（６）受注者は、契約期間満了時、委託料により購入した物品類は町に無償譲渡すること。 

 

２５．その他 

（１）施設の開所及び閉所時刻は、施行規則第 4条のとおりである。ただし、閉所時刻につい

ては、保護者の都合により閉所時刻を経過した場合は、保護者への引き渡しが完了した時

とする。 

（２）独自の事業により必要となる備品等の購入費用は受注者で負担すること。 

（３）児童保護者から、支援員の故意または過失により児童の事故や怪我に対して支援員個人

に賠償責任を問われた場合は、受注者で対応すること。 

（４）契約書および本仕様書に記載のない事項については、発注者と受注者が協議し決定する

ものとする。 
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委託業務及び経費分担 

項目 業務内容 受注者 町 

支援員関係 

支援員の募集及び雇用 〇  

勤務表作成 〇  

勤務日変更への対応 〇  

研修等参加取りまとめ 〇  

安全計画の作成 〇  

防災訓練、救命救急講習の実施 〇  

支援員会議の実施 〇  

県とのメール・文書のやり取り及び事務局との連絡  〇 

研修等申請手続き  〇 

日常業務関係 

消耗品購入 〇  

おやつ発注 〇  

長期休業中の弁当注文・配送サービス 〇  

施設の補修・修理 ※１ 〇 

教材費 〇  

保護者からの利用変更連絡の伝達 〇  

連絡がなく欠席した児童の所在確認 〇  

多古町立図書館図書の貸し出しと返却 〇  

児童出欠等の帳票の作成及び配付 〇  

各小学校との連携（下校時刻変更時の連絡、天候や災

害等による休所又は閉所の決定と支援員及び利用児

童保護者への連絡） 

〇  

苦情処理等の対応 〇  

上記の確認、助言、指導  〇 

安全計画の策定 〇  

事故の対応 〇  

学童連絡メール配信 〇  

傷害保険（事故時）の手続き  〇 

大規模な補修  〇 

入退所関係 

入所申請の受付、決定及び通知  〇 

就学前学校説明会  〇 

入所説明会 〇  

保育料減免申請の受付、決定及び通知  〇 

保育料の賦課及び徴収と傷害保険料の徴収  〇 

施設管理関係 
通信費 〇  

燃料費（灯油・LPガス） ※2  
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遊具点検保守 ※中村学童保育所のみ木製遊具 〇  

AED（自動体外式除細動器）賃借料 〇  

飲料水水質検査 ※3  

浄化槽保守・清掃・点検等 ※3      

清掃 〇  

植木管理 ※3  

 草刈り ※3  

 

害虫防除 〇  

消防設備 〇  

光熱水費 〇 ※4 

 

※１ 軽微な修繕（おおむね３万円程度）は、受注者が行う。 

※2 灯油は久賀学童のみ、LPガスは久賀学童・中村学童保育所のみ 

※3 久賀学童保育所・中村学童保育所のみ 

※4 多古学童保育所分は町が負担する。 


